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１．  金融経済教育の国家戦略  

米国では、2003 年に設立された、金融リテラシー教育委員会 （ The Financial 

Literacy and Education Commission：FLEC）が 2006 年から金融リテラシー

向上のための国家戦略を策定している。2011 年、2016 年の改訂を経て、2020 年に

最新版が公開された。本国家戦略には、従来、経済へのアクセスが妨げられていた人々

（移民、女性、若年者等）の金融教育とサービスを受ける機会を保障し、すべてのアメリカ

人が経済に参画することを通じて、強くしなやかな経済の実現を目指している。 

２．  金融経済教育の意義・目的・基本理念  

国家戦略 2020 によると、金融教育（学校での授業やカウンセリング、情報技術による

介入、自己学習などの手段は多様である）の効果は、「人々が現在及び継続的な金銭的

義務を十分に果たし、経済的な将来に安心を持ち、人生を楽しむための選択ができるよ

うな持続的な経済的豊かさ」であるとされている。 

３．金融リテラシーのフレームワーク・習得体系  

 金融リテラシーとは、人々が目標達成のために個々の金融上の決断や行動するための

スキル、知識、手段を指す。 

 FLEC が設立している My Money.gov というウェブサイトによって、「稼ぐ」、「預金と

融資」、「保護」、「消費」、「借りる」の 5 つの枠組で能力、行動が整理されている。 

 経済教育協議会（Council For Economics Education：CEE）及び NPO 法人

Jump$tart は、National Standard for Personal Financial Education を

公開しており、これを骨組みとして、各州が個別に教育課程を編成している。第 4・8・

12 学年の各段階で習得すべき知識と評価のための問いが整理されている。 

４．  初等中等教育における金融経済教育  

全米共通の学習指導要領（Common Core）において、英語・数学の基準が定められて

おり、数学の基準と金融経済教育の内容との関連が整理されている。他にも家庭科、社

会科などの科目で扱われることもあるが、州ごとに教育課程が異なる。 

５．  金融リテラシーの効果測定と評価  

OECD の調査によるとアメリカの学生の平均スコアは全体のスコアと大差はないが、ス

コア下位に該当する若年者の割合が他国に比べて高く、金融経済教育を受けられない

環境の学生に対して支援が必要であることが指摘されている。 

６．  金融経済教育の担い手  

国家戦略において、金融経済教育の専門家に求められる資質・能力の明確化が掲げら

れている。ＣＥＥでは教員向けの研修用のウェビナーを公開しており、専門能力開発時間

としてカウントされる。教員の資質能力の向上として位置付けられ、評価されていること

がうかがえる。他にも、ＮＰＯ法人、Jump$tarｔ、連邦準備制度等、多様な機関が知識

提供を目的とした教員向けのコンテンツを提供していることを確認した。 

７．日本の金融経済教育への示唆  

 National Standard の分析から、幼児教育の段階から税・社会保障制度、金融サー

ビスの情報収集や管理方法、キャリア形成など様々なコンテンツに関わる段階的カリキ

ュラムの開発が必要であることが示された。日本の教育課程と生活環境に対応した金

融リテラシーの体系化が求められる。 

 金融経済教育に係る企画・運営や教材開発等の取組において、学校関係者や家庭教

育・家庭生活支援の視点・ノウハウを有する多様なステークホルダーとの連携が必須で

ある。 
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